
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

支出等割合

321,291,786     

179,332,665     243,879,302     

-                       -                       

252,540,353                                                              

-                     

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

74                                                                  

74                                                                  

％ ％

65                    ％

都道府県決算（見込み）

管内市町村決算（見込み）

571,186,891                                                              消費者行政決算総額（見込み）

支出等額

65.35                

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

411,254,207                                                              

62,902,949         71,276,224       

5,102,901         

-                       11,957,760       

423,211,967                                                              

合計

都道府県 市町村 合計

10,526,209         14,525,517         25,051,726       

事業名（事業メニュー）

-                       -                     

423,211,967     

3,929,061           

-                       

8,373,275           

158,770,011        162,521,775        

489,330              

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

318,646,538                                                              

うち、先駆的事業 11,957,760         

489,330           

1,173,840           

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

別　紙

％



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

人日

人日

事業実施自治体

法人募集型

自治体参加型

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

人日

事業実施自治体

人

11県

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

人

人日

追加的総業務量（総時間）

8,373,275

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

管内市町村 49,767

2,958

42

対象人員数
（報酬引上げ）

2

県 13

人

県

62,902,949

管内市町村 7

35

管内市町村

対象人員数計 追加的総費用



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

事業（実績）の概要

合計

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

14,075,000
⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

事業経費

124,990

風評被害を防止するための消費者対策の実施

サイバー犯罪及びなりすまし詐欺防止のための見守り活動支援

31,115,706 4,931,799 

相談員・職員の研修参加支援

相談員１名増員、食品安全相談員の配置、相談員の処遇改善

県内消費生活センターとの連携強化、市町村相談体制強化指導

消費者被害防止等のための広報強化

消費者団体との意見交換

事業者等に対し調査を実施

364,340

25,693,090

通信機器の強化

弁護士等の相談窓口専門家アドバイザーの設置

食品の放射性物質検査体制の整備

相談員の研修開催支援

事業の実績

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

57,600

事業経費

65,000 65,000 57,600

交付金等対象経費

7,767,876 7,827,359

2,755,000 2,755,000 2,641,250 2,641,250

8,121,000 8,121,000

49,000 49,000

1,227,000 626,000 601,000 1,173,840 580,695 593,145

8,394,000 4,418,000 3,976,000 8,373,275 4,398,961 3,974,314

818,000 200,000 618,000 489,330

88,171,000 61,215,000 26,956,000 86,470,660 60,777,570

196,000 196,000 222,465 222,465

122,000

60,081,221

14,075,000

37,905122,000 37,905

11,957,760 11,957,760

60,216,000 60,216,000 60,081,221

交付金等対象経費

143,285,160 5,195,000 179,273,182 184,209,000 146,382,000 32,632,000 



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

研修参加・受入

実地研修受入人数

賃金、共済費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

研修参加・受入要望

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

実施形態

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

実地研修受入希望人数

人

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

年間研修総日数

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業 報償費、旅費、需用費、使用料

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

報償費、旅費、需用費、委託料

対象経費（実績）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

法人募集型

人

人

人日

弁護士等の相談窓口専門家アドバイザーの設置

参加者数

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

実績

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

年間研修総日数

報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料

自治体参加型

参加希望者数

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 旅費、負担金

旅費

旅費

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

報酬、共済費

人日

食品安全相談員の配置、出前講座強化及び市町村の相談体制強化の
ため相談員を１名増員、相談員の処遇改善

需用費、委託料

人日

人

事業計画

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

相談員・職員の研修参加支援

消費者団体との意見交換会

県内消費生活センターとの連携強化、地方消費者行政強化作戦のため
に市町村会議の開催や訪問指導の実施

事業者等に対し調査を実施

若者や高齢者を対象とした教育・啓発活動の実施、自立した消費者を育
成するための広報による啓発強化

専門図書の購入、通信機器の強化役務費

人日

なりすまし詐欺被害を防止する地域ネットワークの強化、サイバー犯罪に
よる消費者被害を防ぐための見守りネットワーク構築

旅費、委託料

年間研修総日数

年間研修総日数

事業強化・機能強化の成果

食品の放射性物質検査体制の整備

風評被害を防止するための消費者対策の実施



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

90,294,047 90,294,047

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

合計

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

87,580,657

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

福島市、会津若松市、郡山市、白河市、喜多方市、田村市、南相馬市、伊達市、本宮市、国
見町、鏡石町、下郷町、檜枝岐村、南会津町、西会津町、磐梯町、猪苗代町、会津坂下町、
湯川村、柳津町、三島町、金山町、昭和村、会津美里町、石川町

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名（事業メニュー）

4,432,510

福島市、会津若松市、郡山市、いわき市、白河市、須賀川市、相馬市、二本松市、田村市、南
相馬市、伊達市、本宮市、国見町、川俣町、大玉村、鏡石町、天栄村、下郷町、檜枝岐村、只
見町、南会津町、北塩原村、西会津町、磐梯町、猪苗代町、会津坂下町、湯川村、柳津町、
三島町、金山町、昭和村、会津美里町、棚倉町、矢祭町、塙町、鮫川村、石川町、浅川町、小
野町、広野町、新地町

27,240,946

76,713,271

130,000

1,083,000

78,796,511

130,000

4,110,985

96,748,997

364,000

35,662,003

313,689

4,020,030

37,168,000 91,976,180

81,870,780

33,500

29,147,431

73,544,829

1,742,600 1,082,600会津若松市、白河市

8,945,000

2,431,000

290,640,334 

福島市、郡山市、いわき市、白河市、喜多方市、二本松市、伊達市、本宮市、桑折町、国見
町、大玉村、下郷町、西会津町、磐梯町、猪苗代町、会津坂下町、柳津町、西郷村、矢吹町、
棚倉町、塙町、古殿町、三春町、小野町

1,743,000

283,018,685 202,109,349 - 41,769,953 - 43,924,030 

22,900 3,776,561

91,719,149

129,600 129,600

3,511,6513,513,2674,045,000 4,045,000

59,000 2,069,746 52,046

29年度
本予算

28年度
補正予算

8,960,6478,945,000

実施市町村

8,944,120

事業の実績

交付金等対象経費

白河市、喜多方市、二本松市、田村市、大玉村、会津美里町

二本松市、伊達市

29年度
本予算

事業経費

事業計画

交付金等対象経費

2,372,000 2,017,700

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

会津若松市、喜多方市

事業経費
基金

（交付金相当分）

福島市、郡山市、白河市、須賀川市、喜多方市、相馬市、田村市、南相馬市、伊達市、天栄
村、猪苗代町、会津坂下町、湯川村、会津美里町、石川町、小野町

会津若松市

210,450,249 



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

消費生活センター機能の充実、消費生活相談窓口整備

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

うち管内の市町村合計

交付金分

うち都道府県

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

無料法律相談会等の実施等

4,931,799                       

円

風評被害防止のためのイベント等の実施

174,400,866          円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

376,510,215          

202,109,349          

46,701,752                     

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

円

円

消費生活相談員の雇用、食品中の放射性物質検査体制の整備（人件費等）、相談員の処遇改善

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

事業強化・機能強化の成果の概要

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

消費生活相談員等の研修参加支援

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

うち都道府県

食品中の放射性物質検査体制の整備

円

消費生活相談に対する弁護士の助言

消費生活相談員等のための研修開催

円

啓発資料等の作成・配布、講演会の開催、食品中の放射性物質検査体制の整備等

41,769,953                     

交付金相当分

うち管内の市町村合計



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

8,373,275

円

円

円

円

466,248,891      

25,162,236        

71,222,969           

74,767,236

43,036,924        

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

59,072,192      

円円

円

104,938,000        

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち交付金等対象経費

571,186,891         

円

円円236,867,123

49,605,000

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額

318,646,538         円 円

対平成２０年度差

円

今年度

49,605,000         

円

円

円 73,207,688

円

154,781,856円

304,610,204     

円

円円

55,333,000         

55,333,000

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象の賃料、人件費等

円

前年度平成２０年度

62,849,69450,856,977 円

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

円

158,060            

252,540,353         

うち交付金等対象外経費

うち都道府県

うち都道府県

36,394

76.5

円

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の賃料、人件費等

104,938,000        

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち先駆的事業

うち交付金相当分取崩対象外経費 67,743,081

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

①都道府県の消費者行政決算見込み額 337,893,744     

8,215,215

183,111,888

円

円

円

3,232,956         

7,012,179         

円

14,036,334        

円

円

円

円

円円

11,992,717        

円

17,874,688        

53,255

243,879,302         

16,861              

16,861              

7,024,155         

54.5

円

-74,550,013      

円

12,150,777        

円

6,650,480         

％

円

円-81,574,168      

円

円

-71,317,057      

円

円

円

うち管内市町村

76,450,000

円

％

うち交付金等対象経費

円円

179,332,665         円

対前年度差

うち交付金等対象外経費

149,657,688        

-3,779,223        

円

-                     

円

269,041,538      

-                     

6,650,480         

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点） 人

うち管内市町村

人

％65.3

74,767,236         

人

円

11                     

円

うち管内市町村

642,503,948     

うち先駆的事業

419,979,011     

うち先駆的事業

円

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） 76,450,000         

11

円

うち都道府県

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点）

円

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

197,207,353      -85,353,391      

人

円

人

5,307,280        

円

円

-                       

円

円

224,424,924        

147,974,924         

11,957,760           円

円

423,211,967         

53,255                 

222,524,937     

36,394            

円

円

5,307,280 円 11,957,760

円 円



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

円

円

円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

497,395,497                          

今年度の基金積戻し額（交付金相当分）

うち定数内の相談員

46,701,752                           

設置当初の基金残高（交付金相当分） 311,523,000                          

人

今年度末実績 相談員総数 11

相談員総数

人

相談員総数

人

前年度末

①報酬の向上 業務内容に応じた処遇改善を図った

④その他

うち定数外の相談員

うち委託等の相談員 前年度末 人 今年度末実績相談員総数

前年度末

67,220                                 

今年度末実績

前年度末の基金残高（交付金相当分）

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

円

相談員総数

相談員総数 11

相談員総数

消費生活相談員の配置 人

人

相談員総数

前年度末 今年度末実績

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

人

544,030,029                          

円

円

人

処遇改善の取組 具体的内容

②研修参加支援

③就労環境の向上

研修機会の増加を図った



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人相談員総数

12 人

相談員総数16 人

12人

相談員総数 2

今年度末実績

2うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 23前年度末

人 今年度末実績

消費生活相談員の配置 人

・消費生活相談員試験合格者の賃金引上げ。
・消費生活相談員の賃金引上げ。
・市の技能労務職員に応じた定期昇給。

前年度末 相談員総数

・国民生活センター等の研修受講回数を拡大した。
・国民支援センター等が開催する研修などの旅費と負担金の支援。

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 37前年度末

うち定数内の相談員

相談員総数 人

相談員総数 30

・通勤手当相当分の支給。

今年度末実績 相談員総数

③就労環境の向上 ○

④その他 ○

②研修参加支援

○①報酬の向上

○

・有資格者については、非常勤嘱託から常勤嘱託とし、報酬月額などの向上及び休暇などの福利厚生制度の拡充。



【実績報告】 別添

１．総括表 （単位：円）

交付金 基金
（交付金相当分）

都道府県全体（①＋②＋③） 309,897,212 293,466,845 313,689

　①食品等の放射性物質検査等に係る事業 89,128,968 77,168,509 0

　②東日本大震災に伴う消費生活相談への対応に係る事業 29,105,800 29,088,073 0

　③その他の東日本大震災に伴う緊急対応に係る事業 191,662,444 187,210,263 313,689

都道府県事業（④＋⑤＋⑥） 131,327,400 131,327,400 0

　④食品等の放射性物質検査等に係る事業 29,056,544 29,056,544 0

　⑤東日本大震災に伴う消費生活相談への対応に係る事業 2,641,250 2,641,250 0

　⑥その他の東日本大震災に伴う緊急対応に係る事業 99,629,606 99,629,606 0

管内市区町村事業（⑦＋⑧＋⑨） 178,569,812 162,139,445 313,689

　⑦食品等の放射性物質検査等に係る事業 60,072,424 48,111,965 0

　⑧東日本大震災に伴う消費生活相談への対応に係る事業 26,464,550 26,446,823 0

　⑨その他の東日本大震災に伴う緊急対応に係る事業 92,032,838 87,580,657 313,689

２．都道府県による事業 （単位：円）

交付金 基金
（交付金相当分）

食の安全・安心推進事業 3 6
食の安全・安心のためのシンポジウム・
説明会の実施 39,548,385 39,548,385

飲料水・加工食品等の放射性物質
対策事業 1 6

食品の放射性物質検査のための体制
整備 21,229,185 21,229,185

自家消費野菜等放射能検査事業 1 1
食品の放射性物質検査のための体制
整備 7,827,359 7,827,359

消費者行政体制強化事業 2 1
東日本大震災に伴う相談に対応するた
めの相談専門家配置のための事業 2,641,250 2,641,250

チャレンジふくしま消費者風評対
策事業 3 6

風評被害防止に係る事業
60,081,221 60,081,221

計 131,327,400 131,327,400 0

３．市区町村による事業 （単位：円）

交付金 基金
（交付金相当分）

自家消費野菜等放射能検査事業 1 1
消費者から持ち込まれた食品の放射性
物質検査を行うため、体制整備を行う 3,513,267 3,511,651 会津若松市、喜多方市

自家消費野菜等放射能検査事業 1 3
消費者から持ち込まれた食品の放射性
物質検査を行うため、体制整備を行う 21,700 21,700 喜多方市、猪苗代町、湯川村

自家消費野菜等放射能検査事業 1 4
消費者から持ち込まれた食品の放射性
物質検査を行うため、体制整備を行う 35,597,923 25,328,892

会津若松市、喜多方市、下郷町、桧枝岐村、南会津町、
西会津町、磐梯町、猪苗代町、会津坂下町、湯川村、柳
津町、三島町、金山町、昭和村

自家消費野菜等放射能検査事業 1 6
消費者から持ち込まれた食品の放射性
物質検査を行うため、体制整備を行う 20,939,534 19,249,722

下郷町、桧枝岐村、只見町、南会津町、北塩原村、西会
津町、磐梯町、猪苗代町、会津坂下町、湯川村、柳津
町、三島町、金山町、昭和村、会津美里町

専門家派遣事業 2 1
震災関連トラブルや、多重債務問題等
による生活再建等の相談対応 8,960,647 8,944,120 二本松市、伊達市

専門家派遣事業 2 6
震災関連トラブルや、多重債務問題等
による生活再建等の相談対応 17,503,903 17,502,703 相馬市、南相馬市、昭和村、広野町、新地町

風評対策事業 3 6 風評被害防止に係る事業 91,719,149 87,580,657

福島市、郡山市、いわき市、白河市、喜多方市、二本松
市、伊達市、本宮市、桑折町、国見町、大玉村、下郷
町、西会津町、磐梯町、猪苗代町、会津坂下町、柳津
町、西郷村、矢吹町、棚倉町、塙町、古殿町、三春町、
小野町

食の安全・安心推進事業 3 6 食の安全・安心について講習会を実施 313,689 313,689 南相馬市

計 178,569,812 162,139,445 313,689

４．基金の管理（復興分） （単位：円）

前年度末の基金残高（活性化交付金相当分） 287,941,522      

313,689            

35,734              

-                     

287,663,567

注1　事業毎に記載し、１事業あたり１事業区分となるように記載。

注3　地方消費者行政推進交付金管理運営要領別紙に掲げる事業メニューの番号（以下）を記載。
　　　　１　消費生活相談機能整備・強化事業
　　　　２　消費生活相談員養成事業
　　　　３　消費生活相談員等レベルアップ事業
　　　　４　消費生活相談体制整備事業
　　　　５　市町村の基礎的な取組に対する支援事業
　　　　６　地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
　　　　７　消費者安全法第47条第２項に基づく法定受託事務

注2　食品等の放射性物質検査等に係る事業は「１」、東日本大震災に伴う消費生活相談への対応に係る事業は「２」、その他の東日本大震災に伴う
　　緊急対応に係る事業は「３」を記載。

今年度の基金取崩し額（活性化交付金相当分）

今年度の基金運用収入予定（活性化交付金相当分）

事業区分②
（メニュー注3）

事業概要
事業区分①

（注2）

今年度末の予定基金残高（活性化交付金相当分）
　（※出納整理後の残高）

備考

市町村名

今年度の基金積戻し額（活性化交付金相当分）

事業名
（注1）

事業概要
交付金対象経費

事業経費
交付金対象経費

平成29年度地方消費者行政推進交付金（特別会計）による事業（都道府県及び市町村）

事業経費
交付金対象経費

事業経費
事業名
（注1）

事業区分①
（注2）

事業区分②
（メニュー注3）
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